
経営発達支援計画の概要 

 

実施者名 
旭市商工会（法人番号８０４０００５０１２７４８） 
旭市（地方公共団体コード（１２２１５７） 

実施期間 令和４年４月１日～令和９年３月３１日 

目  標 

経営発達支援事業の目標 

① 事業計画策定支援による小規模事業者の経営力向上 

  ② 事業承継支援や創業支援等による小規模事業者数の維持 

  ③ 販路開拓支援による新たな需要の開拓 

 ④ 観光資源の活用による地域経済の活性化 

事業内容 

経営発達支援事業の内容 

３ 地域の経済動向調査に関すること 

国のビッグデータ（ＲＥＳＡＳ）を活用して地域経済の現状や人の動き等を

調査するとともに、地域における小規模事業者の実態を明らかにするため、地

域内の小規模事業を対象にアンケート調査を実施する。 

４ 需要動向調査に関すること 

道の駅を活用して商品改良等に向けてのマーケティング調査を実施すると

ともに、各種統計データ等を活用して売れ筋情報等の調査を実施する。 

５ 経営状況の分析に関すること 

経営問診票（千葉県独自の経営分析システム）を活用して経営分析を実施す

る。 

６ 事業計画策定支援に関すること 

  ＤＸ推進セミナーや事業計画策定個別相談会を開催するとともに、小規模事

業者持続化補助金等の各種補助金申請や事業承継支援等を活用して事業計画

策定支援を実施する。 

７ 事業計画策定後の実施支援に関すること 

巡回訪問により定期的・計画的なフォローアップを実施するとともに、専門

家による高度で専門的なフォローアップを実施する。 

８ 新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

グルメ＆ダイニングスタイルショーへの出展支援（BtoB）やＳＮＳ活用セ

ミナーの開催（BtoC）によって販路開拓支援を実施する。 

連 絡 先  

旭市商工会 
 〒２８９－２５１６  旭市ロの７９５番地６ 
 ℡ ０４７９－６２－１３４８   Fax ０４７９－６２－１３４４ 
 Ｅ－ｍａｉｌ：1asahi@asahishi.jp 
 
旭市役所  商工観光課 
〒２８９－２５９５  旭市ニの２１３２番地 
℡ ０４７９－６２－５８７４   Fax ０４７９－６２－４２００ 
Ｅ－ｍａｉｌ：syoko@city.asahi.lg.jp 
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（別表１） 

 経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標  

 

１ 目 標 

  

（１） 地域の現状及び課題 

 

① 現状 

（ア）立地 

     本市は、千葉県の北東部に位置し、成田

国際空港から２５km圏、東京都心から８０

km圏にあり、面積は１３０.４５㎢で、南

部は美しい弓状の九十九里浜に面し、北部

には干潟八万石と呼ばれる房総半島屈指

の穀倉地帯となだらかな丘陵地帯である

北総台地（標高２０～５０ｍ）が広がって

いる。一年の平均気温は１５℃前後と温暖

で、冬は暖かく夏は涼しい恵まれた環境に

ある。 

 

（イ）歴史 

古代、現在の本市周辺には椿海と呼ばれる湖が広がっていたが、江戸時代に

なり、椿海を干拓するため、新川を掘削して湖底を干潟とした。 

幕末には、農村指導の先駆者・大原幽学が長部村を訪れ、農村を振興させる

とともに、九十九里沖の豊かな漁場を求めて関西の漁民がやって来るようにな

り、イワシ漁を中心とした漁業も発展した。 

明治に入り、政府の「畑作奨励策」の下、落花生栽培が普及し、総武鉄道が

成東・銚子間を開通して大量輸送が可能になると、落花生の加工工場が数多く

造られた。また、昭和初期からはスイカ、カボチャ、サツマイモなどの生産が

盛んになり、特にサツマイモを加工して作る澱粉製造が一大産業となり水飴製

造も当地において大きく発展した。 

     その後、昭和２８年には本市はもとより近隣の医療の中核をなす国保旭中央

病院が開設されるとともに、昭和３２年には漁港建設工事が始まり念願であっ

た飯岡漁港の利用が昭和４３年に開始されるなど、現在の本市の骨格が出来た。

そして、平成１７年に（旧）旭市、香取郡干潟町、海上郡海上町及び海上郡飯

岡町が対等合併し、新旭市が誕生した。 

 

（ウ）交通網 

   市内を東西に横断する国道１２６号線や県道、東総広域農道を骨格としてそ

の他の道路が市内全域に張り巡らされている。高速道路は開通していないが首

都圏まで主要地方道７０号線から東関東自動車道・大栄ＩＣを経由するルート

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B5%B7%E4%B8%8A%E7%94%BA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%A3%AF%E5%B2%A1%E7%94%BA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%A3%AF%E5%B2%A1%E7%94%BA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E3%81%AE%E5%B8%82%E7%94%BA%E6%9D%91%E3%81%AE%E5%BB%83%E7%BD%AE%E5%88%86%E5%90%88#平成の大合併
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と国道１２６号線から千葉東金道路・横

芝光ＩＣを経由するルートがあり、車で

は約８０分、高速バスでは約１００分で

結ばれている。また、市内には路線バス

や各地区を循環するコミュニティバスが

運行されているとともに、ＪＲ総武本線

が市内を東西に走り、中心市街地に位置

するＪＲ旭駅からＪＲ東京駅までは特急

電車で約９０分、ＪＲ千葉駅までは特急

電車で約６０分、普通電車では約８０分

で結ばれている。 

 

 

（エ）人口と世帯数の推移 

本市の総人口は平成７年の 71,382人をピークに減少し、平成２７年の国勢調

査では 66,586人となっている。また、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社

人研」という。）から平成３０年３月に公表された平成２７年国勢調査に基づく

人口推計によると、令和７年に 60,333 人となり、令和２２年には 49,874 人ま

で減少すると予想されている。 

このように人口は減少傾向にあるが世帯数は一貫して増加傾向にあるため、

核家族化が進行している。さらに、６５歳以上の高齢化率を見ると、平成１２

年に２０.１％であったのに対し、平成２７年には２８．２％と増加しており、

高齢化率の上昇が顕著となっている。 

なお、社人研の推計では高齢化率が令和２７年には３９.６％まで上昇すると

予測されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：国勢調査） 

 

ＪＲ旭駅 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:JREast-Sobu-main-line-Asahi-station-building-20110329.jpg
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（出典：社人研） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：社人研） 
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（オ）商工業者数の推移 

     平成２８年と令和２年で比較すると、卸売業及び分類できないその他の業種

を除き、全ての業種において減少傾向となっており、全体では１５７事業者の

減少となっている。特に、建設業及びサービス業の減少が顕著となっており、

建設業では５４事業者の減少、サービス業では３８事業者の減少となっている。 

 

業  種 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ 

建 設 493 499 484 478 439 

製 造 294 294 292 291 273 

卸 売 154 154 152 150 153 

小 売 690 690 671 659 667 

飲食・宿泊 421 421 420 415 399 

サービス 891 891 891 890 853 

その他 42 42 42 43 44 

総  計 2,985 2,982 2,952 2,926 2,828 

                         （出典：商工会実態調査） 

 

（カ）小規模事業者数の推移 

平成２８年と令和２年で比較すると、分類できないその他の業種は横ばいで

あるが、その他は全ての業種において減少傾向となっており、全体では１７５

事業者の減少となっている。特に、小売業及び製造業の減少が顕著となってお

り、小売業では５７事業者の減少、製造業では３４事業者の減少となっている。 

 

業  種 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ 

建 設 386 389 378 366 366 

製 造 244 243 232 212 210 

卸 売 124 123 111 98 98 

小 売 562 560 557 501 505 

飲食・宿泊 392 395 389 381 379 

サービス 723 721 718 699 699 

その他 45 45 45 44 44 

総  計 2,476 2,476 2,430 2,301 2301 

                         （出典：商工会実態調査） 

 

（キ）産業構造 

     第３次産業であるサービス業、小売業、飲食宿泊業及び卸売業が全体の７３％

を占めており、第２次産業である建設業と製造業が全体の２５％でこれに続い

ている。この結果、平成３０年度の千葉県消費者購買動向調査では準商業中心

都市の位置づけではなくなったものの、引き続き商業が中心の産業構造となっ

ている。 
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（出典：商工会実態調査） 

 

 

  （ク）商圏 

    千葉県消費者購買動向調査によると、前回調査時（平成２４年度）は、地元

購買率が６０％超であり、かつ、１０％以上吸引している市町村が１市１町（東

庄町、匝瑳市）あったため、準商業中心都市との位置づけであった。 

しかしながら、平成３０

年度調査では、地元購買率

が４.１ポイント減少して

５８.９％となり、商圏を

形成していないとの結果

（成田市の第２次商圏）と

なったが、国道１２６号線

沿いには吸引力のある大

型店や多数のロードサイ

ドショップが集積してい

る。また、旭中央病院を中

心としたエリアから道の

駅「季楽里あさひ」にわた

るエリアに近々複合商業

施設の建設も予定されて

おり、新たな商圏が形成さ

れることが予想されてい

る。 

 

（ケ）特産品 

本市は「首都圏への食料供給基地」と呼ばれており、全国でもトップクラス

の出荷額を誇る農畜水産物が特産品となっている。農畜産物ではトマト、メロ

ン、米、豚肉などが出荷額の上位を占め、水産物ではイワシ、カキなどが出荷

Ｒ２年の数値 

（出典：平成３０年度千葉県消費者購買動向調査） 
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額の上位を占めている。これらの特産品は本市の総合戦略における「観光資源

創出プロモーション事業」や本市の認知度向上のためのシティセールスの観光

資源としての役割を果たしている。また、本市の総合戦略では特産品を用いた

道の駅でのオリジナル商品の開発も計画されている。 

 

  （コ）卸・小売業 

卸・小売業は、国道１２６号線沿いの大型店や広域商圏を形成している成田

市内の大規模ショッピングセンター等への顧客の流出などにより、厳しい経営

環境となっている。特に、ＪＲ旭駅周辺の中心商店街では来街者が激減してお

り、後継者不足も相まって空き店舗が増加するなど、大変厳しい経営環境とな

っている。これらの厳しい経営環境が影響し、事業所数は減少傾向となってい

る。一方で、従業員数は平成２８年においては増加に転じており、この要因と

しては国道１２６号線沿いの大型店等が雇用の受け皿になっているためであ

る。 

 

項 目 Ｈ２４ Ｈ２６ Ｈ２８ 

事業所数 858 838 826 

従業者数 5,340 5,282 5,444 

（出典：旭市統計書） 

 

  （サ）サービス業 

     国道１２６号線のチェーン店や広域商圏を有している成田市内等への顧客の

流出などにより、飲食業や生活関連サービス業を中心にサービス業を取り巻く

経営環境は厳しい状況となっており、これらの厳しい経営環境が影響して平成

２８年の事業所数及び従業員数は平成２４年と比較して減少している。 

なお、平成２６年に事業所数と従業員数が増加しているが、教育関連サービ

ス業と福祉関連サービス業の増加によるものであり、他のサービス業と同様に

平成２８年には減少に転じている。 

 

項 目 Ｈ２４ Ｈ２６ Ｈ２８ 

事業所数 1,444 1,536 1,400 

従業者数 9,243 13,365 10,855 

（出典：旭市統計書） 

 

  （シ）建設業 

建設業は事業所数及び従業員数ともに減少傾向にある。事業所数減少の主な

要因としては、経営者の高齢化や後継者難をはじめ、資材・人件費の高騰によ

る利益の縮小や大手ハウスメーカー等の進出に伴う受注量の減少などの厳しい

経営環境の影響による廃業等である。特に職別工事業者の多くが１人親方経営

のため、これらの要因による廃業等が多くなっている。 

 



7 

 

 

項 目 Ｈ２４ Ｈ２６ Ｈ２８ 

事業所数 504 475 442 

従業者数 2,447 2,422 2,345 

（出典：旭市統計書） 

 

（ス）製造業 

事業所数は減少傾向にある。年間出荷額も東日本大震災による津波の影響や

サプライチェーン（供給網）が滞った事などにより、平成２４年が落ち込んだ

ため平成２６年は増加に至っているが、平成２８年には減少に転じている。主

な要因としては、経営者の高齢化や後継者難をはじめ、生産設備の老朽化、技

術革新への対応の遅れ等の影響による小規模製造事業者の廃業等があり、この

傾向は今後も続くものと予想されている。 

 

項 目 Ｈ２４ Ｈ２６ Ｈ２８ 

事業所数 150 147 129 

年間出荷額(万円) 9,029,724 13,775,810 12,527,916 

（出典：旭市統計書） 

 

  （セ）観光業 

 観光客総数は、全体として微減・横ばい傾向であるが、令和２年については、

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策の影響により大きく減少となった。  

 特に旭市の観光の中心である観光イベントが、春の「袋公園桜まつり」から、

夏の「七夕市民まつり」「いいおか YOU・遊フェスティバル」など軒並み中止

となり、「観光区分別客数」の「イベント」の客数は０となった。 

加えて、市内に２か所ある海水浴場の不開設による客数減の「スポーツ・レ

クリエーション施設」、感染防止による県をまたいだ移動の自粛を受けた「温泉」

の客数の減などが目を引く。 

その中において、「産業観光」は大きく数字を崩すことがなかった。これは、

平成２７年に開設して以来、着実にファンを増やしている「道の駅季楽里あさ

ひ」に頼るところが大きい。 
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（出典：旭市統計書） 

 

  （ソ）旭市の強み 

     本市は、全国トップクラスの生産・出荷額を誇る農水産業とともに、診療圏

人口１００万人を誇る国内最大規模に発展した公立病院「旭中央病院」を有し

ており、市内への１日あたりの来訪者は「旭中央病院」への通院者・関係者等

を含めて１万人近くに及んでいる。 

また、平成２７年１０月にオープンし、千葉県内の道の駅で一番早く来場者

１００万人を達成した「道の駅季楽里あさひ」も有しているなど、これらの経

済効果は大きなものとなっており、本市の大きな強みとなっている。 

 

（タ）第２期旭市総合戦略 

     本市では、「地方創生」と「国土強靱化」を二つの柱とした、攻めと守りの両

面を兼ね備えた総合的なまちづくりをこれまで展開してきた。令和２年３月に

策定された「第２期旭市総合戦略」では、旭市国土強靱化地域計画が新たに一

体化されており、本市におけるまちづくりの最上位となる指針として策定され

た。この総合戦略では、基本目標の一つとして「魅力ある雇用を創出し、安心

して働けるまちづくり」を掲げている。この目標を達成するための基本施策と

して、「商工業の振興」や「観光の振興」を掲げ、これらの施策の取り組みとし

て次のような施策を展開する。 

 

    基本施策「商工業の振興」・「観光の振興」における施策の展開 

   ａ 商業の振興 

    ○商店街等が中長期的に発展していくために、地域住民の規模・行動範囲や商

業量等の環境を踏まえつつ、地域住民が商店街等に求める機能に対応した取

組を推進 

○空き店舗の解消と地域活性化に向けた人材の育成を図り、商業活性化を通じ
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た持続可能なまちづくりを推進 

○商工会員増加のため、市と商工会において創業支援セミナーを開催し、商工

会加入を促進 

 

   ｂ 工業の振興 

○工業団地内における市の管理施設等の適切な維持管理や、企業が管理する排

水関連施設の負担金助成などを実施することにより、既存企業における経営

基盤の安定化を推進 

 

   ｃ 新たな地域産業の創出 

    ○新たな地域産業を創出するため、商業・工業をはじめ、農水産業等の連携や

地域資源を活用した研究開発等、創造的な事業活動を推進 

○異業種間における情報交換等の交流を促進し、企業間の連携強化と取引の活

性化を図り新たな産業の創出を推進 

○新たに起業・創業しようとする方や事業承継に対して、商工会等と連携を図

り様々な支援を実施 

○旭市観光物産協会と連携し、旭市推奨品について、東京都などを中心とした

市外周知活動を実施 

 

   ｄ 観光情報発信の推進 

    ○道の駅「季楽里あさひ」をはじめとした観光拠点、産業等との連携、宿泊施

設等について、マスメディアやポスター等を活用した情報発信 

○シティプロモーション専用 WEB サイト「あったか！旭」等や市の魅力を発

信することができる事業等を活用し、通年、観光客に宿泊してもらえるよう

なイベントの開催や、市内の観光拠点等の魅力を発信 

○積極的に旅行会社に市の観光素材を売り込むことで、バスツアーの誘致や、

旭市を含めた旅行商品を形成 

 

   ｅ 観光施設の整備 

○観光施設や観光案内板等を整備し、安全で快適な施設の提供に努めるととも

に観光拠点の相互連携を推進 

（出典：第２期旭市総合戦略） 

 

 

  ② 課題 

 （ア）卸・小売業の課題 

需要動向等を踏まえた消費者ニーズへの的確な対応（品揃え、サービスの見

直し等）やＳＮＳ等の活用による効果的な情報発信などの情報化への取り組み、

さらには、高齢化社会に対応した取り組みなども課題となっている。 

また、後継者育成による円滑な事業承継や市内での消費喚起に向けての賑わ

い創出等への取り組みも課題となっている。 

 

  （イ）サービス業の課題 

消費者ニーズへの的確な対応（需要動向を踏まえたメニューやサービスの見
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直しなどによるチェーン店等との差別化）やＳＮＳ等の活用による効果的な情

報発信などの情報化への取り組み、後継者育成による円滑な事業承継、さらに

は消費流出に歯止めをかけるための消費喚起に向けた賑わい創出等への取り組

みも課題となっている。特に、生活関連サービス業（理美容業、クリーニング

業等）ではロードサイドの低価格チェーン店等への対応や新たな技術（ヘアー

デザイン等）などへの取り組みが大きな課題となっている。 

 

  （ウ）建設業の課題 

     建設資材や人件費の高騰等に影響されないビジネスモデルの構築等に向けて

経営基盤強化（経営力向上）への取り組みや後継者育成による円滑な事業承継

への取り組みなどが課題となっている。 

また、若年層が建設業での就業を敬遠する傾向にあり、若年層が就業を求め

るような労働環境や就業規則等の改善・整備を通じた働き方改革への取り組み

による人材確保も課題となっている。 

 

（エ）製造業の課題 

後継者育成による円滑な事業承継、人材の確保・育成、限られた経営資源の

効率的な活用による生産性の向上、先端設備導入及び熟練工からの技能伝承な

どが課題となっている。特に、先端設備導入にあたっては、製造業が他の業種

と比べて設備投資が高額となる傾向にあるため、各種施策（ものづくり補助金

等）の活用による資金調達を含めた事業（設備投資）計画の策定が課題となっ

ている。また、ＩＳＯやＨＡＣＣＰへの取り組みも課題となっている。さらに

は、本市は成田空港に比較的近いこともあり、その機能を活用した経営の推進

も課題となっている。 

 

  （オ）観光業の課題 

海水浴等の夏季観光を中心に、マイカーを利用した週末日帰り型観光が主流

となっている現在の観光スタイルを通年・滞在・体験型観光にシフトすること

や知名度の向上に向けてインターネット、ＳＮＳ及びマスメディア等を活用す

るなどしての効果的な情報発信が課題となっている。また、屏風ヶ浦・刑部岬

等の既存の観光素材に付加価値を付けるなどしての魅力向上に向けた取り組み

や豊かな自然を活用した新たな観光資源の発掘、道の駅「季楽里あさひ」をは

じめとした観光拠点や宿泊施設等との連携も課題となっている。 

さらには、東京から８０㎞圏内にもかかわらず高速道路が開通していないた

め、マイカーでのアクセス向上による観光客の増加に向けて銚子連絡道路等の

インフラ整備も課題となっている。 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

 

① 小規模事業者の長期的な振興の方向性 

少子・高齢化等の社会的な構造変化に伴う市場の縮小や消費者ニーズの多様化、

ロードサイドの大型店や地域外への消費の流出など、外部環境は以前に増して厳

しくなってきており、また経営者の高齢化や後継者難等といった問題も抱えてい



11 

 

るなど、当地域の経済を支えている小規模事業者を取り巻く経営環境は大変厳し

い状況となっている。 

このような状況の中、当地域が今後においても現状の経済を維持するには、そ

の一翼を担っている小規模事業者の持続的な発展と地域経済の更なる活性化が必

要となっている。 

以上を踏まえ、当地域における小規模事業者の長期的な振興の方向性は次のと

おりとする。 

 

（ア）経営資源（人・モノ・金・情報等）の不足を補うために、小規模事業者自ら

が内部環境（強み・弱み）や外部環境（機会・脅威）等を把握し、経営実態を

踏まえながらそれらを活用して経営基盤強化に向けての具体策を検討・実行す

ることで経営力を向上させ、小規模事業者の振興を図る。 

 

  （イ）小規模事業者は地域経済の活力の源泉として雇用機会創出やイノベーション

等の役割を担っているため、事業承継や創業・第二創業による新たなビジネス

創出等への取り組みを通じて小規模事業者数の減少に歯止めをかけ、地域経済

の活力を維持することによって小規模事業者の振興を図る。 

 

（ウ）多様な顧客ニーズへの的確な対応に向けて、需要動向調査や各種統計データ

の収集・分析によって得られた情報を商品開発等に活用するマーケットインの

考え方に基づく取り組みや情報発信等への取り組みなど、これらの販路開拓へ

の取り組みを通じて新たな需要を開拓し、小規模事業者の振興を図る。 

 

（エ）観光資源の内外への情報発信や各種イベントの開催などを通じて交流人口の

拡大に取り組み、交流人口がもたらす経済効果を地域内での消費拡大に繋げて

地域経済を活性化させ、その波及効果によって小規模事業者の振興を図る。 

 

 ② 第２期旭市総合戦略との連動性・整合性 

    第２期旭市総合戦略では、基本目標に「魅力ある雇用を創出し、安心して働け

るまちづくり」を掲げ、この目標を達成するために「商工業振興や新たな地域産

業の創出、観光情報発信の推進」に取り組むこととしており、「空き店舗活用、商

店街活性化、振興支援事業による経営基盤の安定化、創業支援、事業承継及び観

光ＰＲ」等の事業を実施することとしている。 

    商工会としても小規模事業者の長期的な振興の方向性（前記（２）の①）にお

いて「経営力向上や後継者等への円滑な事業承継、創業・第二創業による新たな

ビジネス創出等への支援、新たな需要の開拓、交流人口の拡大による地域経済の

活性化」等を掲げており、第２期旭市総合戦略との連動性・整合性は図られてい

る。 

 

  ③ 商工会としての役割 

当商工会では設立以来、長きにわたり小規模事業者の経営基盤の強化に向けて

金融、税務及び労働等の基礎的な経営改善普及事業を中心に取り組んできた。 

しかしながら、「小規模事業者の長期的な振興の方向性」（前記（２）の①）を

具体化するとともに、「第２期旭市総合戦略との連動性・整合性」（前記（２）の
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②）を図るには、経営発達支援事業を中心とした事業への取り組みが商工会へ求

められている。 

以上を踏まえ、当商工会としての役割は次のとおりとする。 

 

  （ア）従来から小規模事業者に対して取り組んできた金融、税務及び労働等の基礎

的な経営改善普及事業に加えて、今後においては市場調査（地域の経済動向調

査、需要動向調査）、経営分析（ＳＷＯＴ分析、財務分析）、事業計画策定支援

及び販路開拓支援等の経営発達支援事業を中心として事業を実施する。 

 

  （イ）経営発達支援事業の実施にあたっては、千葉県商工会連合会や千葉県事業引

継支援センター等の関係支援機関との連携を図るとともに、経営指導員等の職

員の経営支援スキルの向上を図るなど、これらによって経営支援体制を強化し、

小規模事業者に寄り添った伴走型支援を実施する。 

 

  （ウ）地域で唯一の総合経済団体として旭市と連携し、旭市が掲げている第２期旭

市総合戦略の実現に寄与するとともに、地域経済の活性化やまちづくりへの支

援などを実施する。 

 

 

（３）経営発達支援事業の目標 

上記（１）及び（２）を踏まえ、小規模事業者に対する伴走型支援によって経営

基盤強化による経営力の向上や地域資源等を活用した新商品開発による販路開拓支

援などに取り組み、これらを通じて地域の担い手である小規模事業者の持続的発展

を図るとともに、観光資源を活用するなどして地域経済の活性化を図るため、以下

の①から④の目標を掲げ、経営発達支援事業を実施する。 

 

① 事業計画策定支援による小規模事業者の経営力向上 

  ② 事業承継支援や創業支援等による小規模事業者数の維持 

  ③ 販路開拓支援による新たな需要の開拓 

  ④ 観光資源の活用による地域経済の活性化 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

２ 経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和４年４月１日～令和９年３月３１日） 

 

（２） 目標の達成に向けた方針 

 

① 事業計画策定支援による小規模事業者の経営力向上 

    地域の経済動向調査や需要動向調査、経営分析等を行い、これらによって得ら

れた情報（業界動向、市場規模及び消費者ニーズ等の経営環境や自らの強み・弱

み等）を小規模事業者へ提供するとともに、これらを活用して事業計画の策定に

取り組む小規模事業者に経営指導員が伴走型によって支援する。 

また、事業計画策定後は、経営指導員が定期的に巡回訪問して細かな修正やコ

ーチング等を行うとともに、経営指導員では対応ができないような高度な経営課

題等が生じた場合は、その解決に向けて関係支援機関の専門家派遣制度を活用す

るなどして小規模事業者へのフォローアップを行い、これらの一貫した支援を通

じて小規模事業者の経営力向上を図る。 

 

  ② 事業承継支援や創業支援等による小規模事業者数の維持 

千葉県事業引継ぎ支援センター等の関係支援機関を活用し、小規模事業者の円

滑な事業承継に向けて、事業承継計画の策定支援やフォローアップなどの取り組

みを実施する。 

また、産業競争力強化法に基づく旭市の創業支援計画との連携により創業支援

セミナーを開催してビジネスプランの策定等を支援し、開業率の向上に取り組む

など、これらを通じて地区内の小規模事業者数の維持を図る。 

 

  ③ 販路開拓支援による新たな需要の開拓 

    商品・サービスの開発等に取り組む小規模事業者を対象に、各種イベントや商

談会、物産展等への出展を支援するとともに、来場者（消費者、バイヤー）アン

ケートの実施・分析による需要動向の把握や商談成立を支援する。 

また、各種統計データの収集・分析によって得られた情報の提供やＳＮＳ等を

活用しての情報発信への支援など、これらの販路開拓支援を通じて新たな需要の

開拓を図る。 

 

  ④ 観光資源の活用による地域経済の活性化 

    本市は東洋のドーバーと言われている「屛風ヶ浦」や観光イベントとして有名

な「七夕市民まつり」など、多くの有名な観光資源を有している。 

小規模事業者が自らの商品やサービス等の情報発信に加えて、これらの観光資

源を効果的に情報発信して交流人口の拡大を図るため、「ＳＮＳ活用セミナー」を

開催して小規模事業者の情報発信を支援し、拡大した交流人口によってもたらさ

れる新たな需要を小規模事業者の販路拡大や売上増加につなげて地域経済の活性

化を図る。     
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Ⅰ 経営発達支援事業の内容  

 

３ 地域の経済動向調査に関すること 

 

（１）現状と課題 

 ① 現状 

   経営指導員が地域の経済動向について、中小企業景況調査事業や新聞、インタ

ーネット等により情報を収集し、その内容を施策情報セミナーや小規模事業者持

続化補助金等の事業計画策定が必要となる各種補助金申請時に小規模事業者等

へ情報提供しているにとどまっている。 

 

 ② 課題 

   地域経済動向の情報収集には取組んでいるものの、専門的な分析ができていな

く、また収集した情報の提供が施策情報セミナーや各種補助金申請時のため限定

的となっており、広く周知することもできていないことから、事業内容、分析方

法及び周知方法等の抜本的な見直しによる情報収集が課題となっている。 

 

（２）目標 

 
公表 

方法 
現行 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

①ＲＥＳＡＳ 

分析の公表回数 

ＨＰ 

掲載他 
― １ １ １ １ １ 

②地域経済動向調査 

分析の公表回数 

ＨＰ 

掲載他 
― 1 1 1 1 1 

 

（３）事業内容 

  ① 国のビッグデータ（ＲＥＳＡＳ）活用による地域経済動向調査 

    当地域の産業と経済の現状や人の動き等を詳細に把握するため、国のビックデ

ータ（ＲＥＳＡＳ）を活用して地域経済動向の調査・分析を行い、年１回公表す

る。 

  （ア）調査手法 

     経営指導員が RESAS（地域経済分析システム）を活用して情報を収集する。 

（イ）調査項目 

    ａ 産業構造マップ（地域産業の現状等に関する調査） 

ｂ まちづくりマップ（人の動き等に関する調査） 

  （ウ）分析方法 

経営指導員が商売繁盛相談窓口事業により千葉県商工会連合会から月１回派

遣される専門家（中小企業診断士等）と連携して分析する。 

 

② 地域経済動向調査の実施 

    地域経済についてより詳細な実態を把握するため、地域内の小規模事業者を対

象に、業種ごとの景況や動向等についての調査・分析を年１回行い、公表する。 
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（ア）調査手法 

経営指導員が調査対象事業者を訪問して調査票に基づきヒアリングを実施す

る。 

  （イ）調査対象 

管内小規模事業者１００社（「製造業」、「建設業」、「卸・小売業」、「飲食業」

「サービス業等」から２０社ずつ） 

  （ウ）調査項目 

「売上」、「受注」、「収益」、「資金繰り」、「雇用」、「経営上の問題点」等 

  （エ）分析方法 

     経営指導員が商売繁盛相談窓口事業により千葉県商工会連合会から月１回派

遣される専門家（中小企業診断士等）と連携して分析する。 

 

（４）調査結果の活用 

分析した情報は、商工会のホームページや商工会報等で広く小規模事業者等へ提

供するとともに、事業計画策定等の伴走型支援や経営指導員等による巡回・窓口相

談指導の参考資料として活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４ 需要動向調査に関すること 

 

（１）現状と課題 

  ① 現状 

小規模事業者持続化補助金等の各種補助金申請支援時に、業種別審査事典やイ

ンターネットの情報サイト等を活用して需要動向調査を実施し、それらによって

得られた情報を小規模事業者へ提供しているが、それらの内容は限定的で不十分

なものとなっている。 

 

  ② 課題 

    各種データ等による需要動向の収集・分析や消費者ニーズを把握するためのア

ンケート調査を実施していないので、提供している情報が限定的であり、不十分

なものとなっている。小規模事業者に対して消費者やバイヤー等の意見を踏まえ

た需要動向等に基づく情報提供が課題となっている。特に、新商品の開発等によ

って販路開拓・拡大に取り組んでいる小規模事業者への需要動向に基づく情報提

供は経営戦略上、重要な課題となっている。 

 

商売繁盛相談窓口事業とは 

 千葉県商工会連合会が県内商工会のマンパワー不足を補うことを

目的に、県内４０商工会に毎月１回、専門家（中小企業診断士）を

派遣し、小規模事業者等からの経営相談（高度な経営相談が中心）

に対応している事業である。 
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（２）目標 

 現行 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

①マーケティング 

調査対象事業者数 
― ２ ２ ２ ２ ２ 

②統計データ活用 

調査対象事業者数 
― ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ 

 

（３）事業内容 

① 「道の駅」活用によるマーケティング調査 

    販路開拓や拡大に取り組む小規模事業者の特産品（果物等）を活用した新商品

（スイーツ等）の開発を支援する。具体的には、年間来場者が１００万人を超え

る「道の駅季楽里あさひ」において、来場した消費者にアンケート形式のマーケ

ティング調査を実施する。 

（ア）調査手法 

来場した消費者に対して経営指導員がアンケート調査を実施する。 

（イ）サンプル数  来場者５０人（１事業者あたり） 

（ウ）調査項目 

味、デザイン、商品名、容量やサイズ、価格、ネーミング等 

（エ）分析方法 

経営指導員が商売繁盛相談窓口事業により千葉県商工会連合会から月１回派

遣される専門家（中小企業診断士等）の助言等を得てアンケート調査により収

集した情報を分析する。 

（オ）活用方法 

分析結果は当該小規模事業者にフィードバックして更なる改良等を行うとと

もに、小規模事業者への伴走型支援の参考資料として活用する。 

 

  ② 各種統計データ等の活用による需要動向調査 

需要動向についてより詳細な情報を把握するため、各種データ等を活用して売

れ筋情報等の調査・分析を実施する。 

  （ア）調査対象事業者 

     新商品の開発等に取り組む小規模事業者や事業計画の策定等に取り組む小規

模事業者 

  （イ）調査項目及び調査手法 

小規模事業者が必要とする情報を提供し、その結果の活用を図るため、調査

項目等は事業者ごとに選定して調査を実施する。 

調査項目 調査手法 

売れ筋情報（商品情報） 日経テレコンのＰＯＳデータを活用して調査 

消費動向、市場規模 家計調査年報を活用して調査 

業界動向、競合状況、タ

ーゲット 
業種別審査事典を活用して調査 

業種・業界動向 経済関係の日刊紙や業界紙等を活用して調査 

商圏 商業統計調査を活用して調査 
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年齢別人口、世帯数 旭市統計資料を活用して調査 

その他の需要動向等 インターネット情報サイト等 

 

（ウ）分析方法 

経営指導員が商売繁盛相談窓口事業により千葉県商工会連合会から月１回派

遣される専門家等（中小企業診断士等）の助言等を得て収集した情報を分析す

る。 

  （エ）活用方法 

     経営力向上計画や小規模事業者持続化補助金等を活用するなどして事業計画

の策定に取り組む小規模事業者へ情報提供するとともに、新商品の開発や新た

なサービスの提供等に取組む小規模事業者への伴走型支援に活用する。 

 

 

 

 ５ 経営状況の分析に関すること 

 

（１）現状と課題 

  ① 現状 

    千葉県商工会連合会が導入した千葉県内商工会の独自の経営分析ツールである

経営問診票を活用してＳＷＯＴ分析等による経営分析に取り組み、小規模事業者

の経営資源等の実態を明確にして経営課題や経営目標等を導き出している。経営

問診票を活用して平成２８年から令和２年度の５年間で合計１０７事業者の経営

分析を行った。 

 

  ② 課題 

    経営問診票による経営分析は定性的なＳＷＯＴ分析が中心となってしまう傾向

にあり、定量的な財務分析からの視点がやや不足している。策定した事業計画の

着実な実施にあたっては、数値に基づく経営の推進が不可欠のため、財務分析に

も積極的に取り組むことが課題となっている。 

 

（２）目標 

 現行 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

経営分析事業者数 ３０ ７０ ７０ ７０ ７０ ７０ 

※目標数値の根拠 

      経営問診票活用経営分析  経営指導員５名×６件＝３０件 

記帳データ活用経営分析  経営指導員５名×８件＝４０件 

 

（３）事業内容 

  ① 経営分析を行う事業者の発掘 

    経営指導員による巡回・窓口相談や確定申告時期に開催する決算指導会などの

機会を捉えて「経営分析」の重要性を説明し、対象事業者を掘り起こして経営指

導員が経営分析を実施する。 
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  ② 経営分析の内容 

  （ア）対象者 

巡回・窓口指導によって掘り起こした意欲的な小規模事業者、金融斡旋の利

用を検討している小規模事業者、事業計画の策定が必要な各種補助金等の申請

に取り組む小規模事業者及び記帳システム利用者等とする。 

（イ）分析項目 

     定量分析たる「財務分析」と、定性分析たる「非財務分析」の双方を行う  

≪財務分析≫収益性、生産性、安全性および成長性の分析  

≪非財務分析≫事業者の内部環境における強み、弱み、事業者を取り巻く外

部環境の脅威、機会を整理する。 

  （ウ）分析手法 

     経営指導員が千葉県内商工会の独自の経営分析ツールである経営問診票等を

活用して経営分析を実施する。 

 

（４）分析結果の活用 

① 当該小規模事業者へフィードバックし、事業計画策定や小規模事業者持続化補

助金申請等に活用する。 

  ② データベース化し内部共有することで、経営指導員等のスキルアップに活用す

る。 

 

 

 

６ 事業計画策定支援に関すること 

 

（１）現状と課題 

  ① 現状 

    金融斡旋や小規模事業者持続化補助金等の申請を活用しての事業計画策定支援

が中心となっており、その内容も資金繰り計画や各種補助金申請等で定められて

いる限定的で簡易なものとなっている。 

 

 ② 課題 

    これまでの限定的で簡易な事業計画策定支援から業績の向上や事業の持続的発

展に向けて経営基盤の強化や経営力の向上などが図られるような事業計画策定支

援へと支援内容を高度化することが課題となっている。 

 

（２）支援に対する考え方 

   経営分析によって導き出された経営課題の解決に取り組む小規模事業者や経営力

向上等に取り組む小規模事業者に対して事業計画の策定を支援する。 

事業計画の策定にあたっては、地域の経済動向調査や経営分析、需要動向調査等

を踏まえるとともに、経営力向上計画等の申請や金融斡旋、事業承継支援等を活用

する。また、事業計画策定の内容が専門的で高度な場合には商売繁盛窓口相談事業

によって千葉県商工会連合会から派遣される専門家や千葉県事業引継ぎ支援センタ

ー等を活用して事業計画策定を支援する。 
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   なお、事業計画の策定前段階においてＤＸに向けたセミナーを行い、小規模事業

者の競争力の維持・強化を図るものとする。 

 

（３）目標 

内  容 現行 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

①ＤＸ推進セミナー 

開催回数 
― １ １ １ １ １ 

ＤＸセミナー 

参加事業者数 
― １５ １５ １５ １５ １５ 

②事業計画策定個別相談会 

開催回数 
― ５ ５ ５ ５ ５ 

 事業計画策定個別相談会 

 合計参加事業者数 
― １０ １０ １０ １０ １０ 

③事業計画策定事業者数 ４６ ６０ ６０ ６０ ６０ ６０ 

 

（４）事業内容 

  ① ＤＸ推進セミナーの開催 

    ＤＸに関する意識の醸成や基礎知識を習得するため、また実際にＤＸに向けた

ＩＴツール の導入やＷｅｂサイト構築等の取組を推進していくために、セミナー

を開催する。 

  （ア）支援対象 

     経営分析を行った小規模事業者、経営力向上等に取り組む小規模事業者、各

種補助金等の申請に取り組む小規模事業者及び事業承継に取り組む小規模事業

者 

  （イ）内  容 

     ＤＸ総論、ＤＸ関連技術（クラウドサービス、ＡＩ等）や具体的な活用事例 

クラウド型顧客管理ツールの紹介、ＳＮＳを活用した情報発信方法 

ＥＣサイトの利用方法等 

  （ウ）開催方法 

     ＩＴ専門家を招聘して開催 

  （エ）募集方法 

ホームページや商工会報への掲載、市広報への掲載、チラシの配布、巡回・

窓口指導時の受講勧奨による募集等 

 

  ② 事業計画策定個別相談会の開催 

  （ア）支援対象 

     経営分析を行った小規模事業者、経営力向上等に取り組む小規模事業者、各

種補助金等の申請に取り組む小規模事業者及び事業承継に取り組む小規模事業

者 

  （イ）開催方法 

     千葉県商工会連合会等の関係支援機関の専門家派遣制度を活用して中小企業

診断士等の専門家を招へいし、経営指導員同席のもとで事業計画の策定につな

げるための個別相談会を開催する。 
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  （ウ）内  容 

     事業計画策定の意義や事業計画策定のポイント等 

  （エ）募集方法 

ホームページや商工会報への掲載、市広報への掲載、チラシの配布、巡回・

窓口指導時の受講勧奨による募集等 

 

  ③ 事業計画策定支援 

（ア）支援対象 

ａ ＤＸ推進セミナーや事業計画策定個別相談会を受講した小規模事業者の中

から取り組み意欲の高い小規模事業者を発掘して事業計画策定につなげる。 

ｂ 経営分析を行った小規模事業者、経営力向上等に取り組む小規模事業者、

各種補助金等の申請に取り組む小規模事業者及び事業承継に取り組む小規模

事業者の中から取り組み意欲の高い小規模事業者を発掘して事業計画策定に

つなげる。 

ｃ 創業予定者 

 

  （イ）策定方法 

ａ 商売繁盛相談窓口事業の活用による事業計画策定支援 

千葉県商工会連合会から商工会へ月１回派遣される専門家（中小企業診断

士等）の相談窓口に経営指導員が同席し、専門家（中小企業診断士等）と経

営指導員が連携して専門的で高度な事業計画策定（ものづくり補助金や経営

力向上計画等を活用）を支援する。 

 

    ｂ 小規模事業者持続化補助金申請の活用による事業計画策定支援 

      小規模事業者持続化補助金の申請を活用し、経営指導員が販路開拓に向け

ての事業計画策定を支援する。 

 

    ｃ 事業承継支援の活用による事業計画策定支援 

      千葉県事業引継ぎ支援センター等と連携し、経営指導員が事業承継計画策

定を支援する。 

 

ｄ 金融斡旋の活用による事業計画策定支援 

小規模事業者経営改善資金（マル経資金）等を活用し、経営指導員が円滑

な資金繰り等に向けての事業計画策定を支援する。 

 

    ｅ 創業セミナーの活用による事業計画策定支援 

      創業予定者に対して創業セミナーを活用し、経営指導員が開業に向けての

事業計画策定を支援する。 
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７ 事業計画策定後の実施支援に関すること 

 

（１）現状と課題 

① 現状 

    事業計画策定後のフォローアップは不定期で巡回による支援回数も少なく、ま

たフォローアップの内容が金融支援（マル経斡旋）後の資金繰り計画の確認や小

規模事業者持続化補助金等の補助事業終了後の報告書類の作成支援などといった

限定的で偏ったものとなっており、策定した事業計画に従った経営改善や目標達

成のための支援が不十分となっている。 

 

  ② 課題 

定期的な巡回訪問による事業計画の見直しや検証、新たな経営課題等の解決に

向けての提案など、策定した事業計画が着実に実行され、経営基盤強化や経営力

の向上等につながるようなきめ細かなフォローアップを行うことが課題となって

いる。 

 

（２）支援に対する考え方 

   事業計画の進捗確認や検証・評価、見直しなどのフォローアップを定期的な伴走

型支援によってきめ細かに実施する。また、策定した事業計画の実行過程で顕在化

した高度な課題等に対しては、千葉県商工会連合会等の関係支援機関の専門家派遣

制度を活用して専門家（中小企業診断士等）と連携し、高度で専門的なフォローア

ップを実施する。 

 

（３）目標 

内  容 現行 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 
①フォローアップ 
対象事業者数 

１５ ６０ ６０ ６０ ６０ ６０ 

フォローアップ 
延回数 

１５ １２０ １２０ １２０ １２０ １２０ 

フォローアップによる 
売上増加事業者数 
（対前年比） 

― ５ ５ ５ ５ ５ 

②専門家活用 
フォローアップ回数 

５ ５ ５ ５ ５ ５ 

※目標数値の根拠 

      フォローアップ対象事業者数  事業計画策定事業者数 

      フォローアップ延回数  事業計画策定事業者数×２回（臨機応変に対応） 

売上増加事業者数  経営指導員５名×１事業者 

 

（４）事業内容 

  ① 巡回訪問による定期的・計画的なフォローアップ 

  （ア）支援対象 

事業計画を策定した小規模事業者を対象とする。  
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  （イ）実施方法 

     経営指導員の定期的・計画的な巡回訪問によりフォローアップを実施する。 

  （ウ）進捗状況の遅れ等に関する対処方法 

     千葉県商工会連合会の専門経営指導員や商売繁盛相談窓口事業で派遣される

中小企業診断士等の専門家の指導・助言に基づき今後の対応策を検討するとと

もに、フォローアップの頻度を上げて集中的に支援する。 

 

② 専門家派遣制度を活用したフォローアップ 

（ア）支援対象 

経営指導員によるフォローアップにより、その過程で高度で専門的な課題等

が顕在化した小規模事業者を対象とする。 

  （イ）実施方法 

   千葉県商工会連合会等の専門家派遣制度を活用して専門家（中小企業診断士

等）と経営指導員が連携し、高度で専門的な課題等が顕在化した小規模事業者

に対して高度で専門的なフォローアップを実施する。 

 

 

 

８ 新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

 

（１）現状と課題 

  ① 現状 

地域内イベント等への出展・出品支援や地域外で開催される物産展・商談会等

の情報提供を中心とした支援にとどまっており、支援内容が十分とは言えない状

況となっている。 

 

② 課題 

イベントや物産展等への出展者が一部の限定された小規模事業者に偏ってい

る。また、バイヤー等を対象としたマーケティング調査などの出展期間中の支援

や出展後の成果・検証等に関する支援も課題となっている。さらには、ＳＮＳ等

の活用を通じた情報発信による販路開拓支援も課題となっている。 

 

（２）支援に対する考え方 

   地域内での新たな需要の開拓は人口減少等による市場の縮小から厳しい状況とな

っており限界があるため、新たな需要の開拓は地域外に向けての支援を中心とする。

具体的には首都圏で開催される商談会や物産展等への出展を経営指導員等が事前支

援や事後フォローなどの伴走型によってきめ細かに支援する。また、ＤＸに向けた

取り組みとしてＳＮＳ等の活用による情報発信を支援する。 
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（３）目標 

内  容 現行 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

①グルメ＆ダイニングスタイル 

ショー出展事業者数 
― １ １ １ １ １ 

新規取引先開拓数 ― １ １ １ １ １ 

②ＳＮＳ活用セミナー開催回数 ― １ １ １ １ １ 

ＳＮＳ活用セミナー参加事業者数 ― １５ １５ １５ １５ １５ 

 

（４）事業内容 

  ① グルメ＆ダイニングスタイルショー出展支援（ＢｔｏＢ） 

    新商品の開発等に取り組んでいる販路開拓に前向きな小規模事業者を東京都内

で開催されている「グルメ＆ダイニングスタイルショー」へ出展させて、新たな

需要の開拓を支援する。 

 

【参考】「グルメ＆ダイニングスタイルショー（ＧＤＳ）」は、食と食の関連

雑貨・知識・ノウハウを集約し、これからの新しい売り方・アイテ

ムが一堂に会する食の専門見本市で、毎年春と秋に、東京ビッグサ

イト（東京都）において 3 日間にわたり開催されており、多くのマ

スコミも注目する商談型展示会である。 

来場者数：約 11,393人のバイヤー等（2021年 2月実績） 

出展者数：約 144社・団体（2021年 2月実績） 

 

  （ア）出展前の支援 

ａ 小規模事業者に対して出展情報を提供 

    ｂ ブースレイアウト、陳列方法及び販促ツール等の支援 

    ｃ 出展商品に関するアンケート項目等の作成支援 

  （イ）出展期間中の支援 

経営指導員が同行し、アンケート調査の実施やブース設営等を支援する。 

  （ウ）出展後の支援 

    ａ 商談の成立に向けて名刺交換した商談相手へのアプローチを支援する。 

ｂ 商売繁盛相談窓口事業により千葉県商工会連合会から派遣される専門家

（中小企業診断士等）と経営指導員が連携してアンケート調査の内容を分析

し、その結果を当該小規模事業者へフィードバックする。 

 

  ② ＳＮＳ活用セミナーの開催による販路開拓支援（ＢｔｏＣ） 

ＳＮＳ活用セミナーの開催によって小規模事業者の販路開拓を支援する。 

  （ア）支援対象 

ＳＮＳを活用して販路開拓に取組もうとしている小規模事業者  

  （イ）カリキュラム 

     ツイッター、インスタ、ユーチューブ等による情報発信 

  （ウ）開催方法 

     ＩＴ専門家を招聘して開催 
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  （エ）募集方法 

ホームページや商工会報への掲載、市広報への掲載、チラシの配布、巡回・

窓口指導時の受講勧奨による募集等 

  （オ）効  果 

ＳＮＳの活用により、小規模事業者が自らの商品やサービス等に加えて、地

域の観光資源等を効果的に情報発信し、新たな顧客の獲得や既存顧客の囲い込

みによる販路開拓等が期待できる。 

  （カ）受講後の支援 

     経営指導員は、セミナー受講者に対して宣伝効果を向上（フォロワー数の拡

大等）させるための支援を実施する。 

 

 

 

Ⅱ 経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組  

 

 ９ 事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

 

（１）現状と課題 

① 現状 

商工会事業評価システムによって事業の成果や効果等を検証するために、商工

会内部の監査会で監事によって事業の評価・見直しが行われており、それらの結

果を理事会や総代会等で報告しているが、外部の有識者を交えての検証や評価・

見直しは行われていない。 

 

  ② 課題 

    商工会の内部関係者による事業の評価・見直しのため、内容が十分ではなく、

また結果の公表も商工会の内部関係者に限られている。外部の有識者等を加えて

の事業の評価・見直しによるＰＤＣＡサイクルを適切に回す仕組みや効果的に公

表を行うための仕組みを構築することが課題となっている。 

 

（２）事業内容 

  ① 旭市商工会事務局長と旭市商工会法定経営指導員が経営発達支援事業の実施に

向けた指導を行うとともに、経営発達支援事業の実施状況を定量的に把握・管理

する。 

 

② 外部有識者（中小企業診断士）、旭市役所担当課職員、旭市商工会正副会長、旭

市商工会事務局長、旭市商工会法定経営指導員及び旭市商工会経営指導員で構成

する経営発達支援事業評価委員会を設置し、事業年度終了後に年１回（６月頃）

開催して経営発達支援事業の進捗状況や効果等についての評価・見直しを実施す

る。 

     

  ③ 経営発達支援事業評価委員会での評価・検証結果は、理事会にフィードバック

した上で、事業実施方針等に反映させるとともに、ホームページや商工会報へ掲
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載（年１回）することで、地域の小規模事業者等が常時閲覧できる状態とする。 

 

  ④ ＰＤＣＡサイクルの具体的な仕組み 

    事業担当者が事業実施 

       ↓ 

    事務局長と法定経営指導員を中心とした事務局による検討会を開催して実績値

の内部評価と事業内容や目標値等の改善を検討 

       ↓ 

    事務局による内部評価と改善案を経営発達支援事業評価委員会へ提出 

       ↓ 

    経営発達支援事業評価委員会で事務局による内部評価と改善案を検討 

       ↓ 

    経営発達支援事業評価委員会の評価と改善を踏まえて事業を実施 

 

 

 

１０ 経営指導員等の資質向上等に関すること 

 

（１）現状と課題 

① 現状 

    千葉県商工会連合会の職員研修会や中小企業大学校東京校の研修会等の机上研

修会への派遣を中心に職員の資質の向上等を図っている。特に、経営指導員につ

いては机上研修への派遣だけではなく、千葉県商工会連合会から商売繁盛相談窓

口事業により月１回派遣される専門家（中小企業診断士等）によるＯＪＴによっ

て支援ノウハウや知識の向上を図っている。 

 

② 課題 

    職員個々による知識や情報、支援ノウハウの習得に留まっており、習得した知

識等を職員間で共有する体制の構築が課題となっている。また、職員個々の経験

年数や習熟度によって知識や情報、支援ノウハウに差があり、職員によっては支

援内容が十分ではない場合もあるため、支援能力の標準化に向けて経験年数や習

熟度の浅い職員の支援能力の更なる向上も課題となっている。 

 

（２）事業内容 

  ① 研修会への派遣による資質の向上 

  （ア）小規模事業者の経営改善や課題解決に向けて基礎的な知識の習得による支援

能力の向上と組織全体としての支援能力の向上を図るため、経営指導員及び補

助員等の常勤職員を千葉県商工会連合会が開催する基本能力研修会や業務分担

別研修会、専門スタッフ研修会等に派遣する。 

 

  （イ）事業計画策定支援や販路開拓支援等の経営発達支援事業の実施に伴い必要と

なる専門的な知識の習得と実践的な支援ノウハウの習得による支援能力の更な

る向上に向けて経営指導員に不足している能力を特定し、それを補うために経

営指導員を中小企業大学校東京校が開催する課題別・専門研修に定期的に派遣
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する。 

 

  （ウ）【ＤＸ推進に向けたセミナー】 

喫緊の課題である地域の事業者のＤＸ推進への対応にあたっては、経営指導

員及び補助員等のＩＴスキルを向上させ、ニーズに合わせた相談・指導を可能

にするため、下記のようなＤＸ推進取組に係る相談・指導能力の向上のための

セミナーについても積極的に参加する。  

特に、千葉県産業振興センター等が開催するＤＸ推進関連のセミナーへ経営

指導員や補助員を計画的・定期的に派遣する。 

＜ＤＸに向けたＩＴ・デジタル化の取組＞ 

・事業者にとって内向け（業務効率化等）の取組 

ＲＰＡシステム、クラウド会計ソフト、電子マネー商取引システム等の

ＩＴツール、テレワークの導入、補助金の電子申請、情報セキュリティ

対策等 

・事業者にとって外向け（需要開拓等）の取組 

ホームページ等を活用した自社ＰＲ・情報発信方法、ＥＣサイト構築・

運用オンライン展示会、ＳＮＳを活用した広報、モバイルオーダーシス

テム等 

・その他取組 

オンライン経営指導の方法等 

 

  ② ＯＪＴによる資質の向上 

  （ア）経験豊富で業務に詳しい経営指導員や補助員等の窓口相談や巡回相談に経験

年数の浅い職員が同席・同行し、ＯＪＴによって実務的なスキルを習得するこ

とにより組織全体としての支援能力の向上を図る。 

  

  （イ）千葉県商工会連合会の商売繁盛相談窓口事業により月１回派遣される専門家

（中小企業診断士等）の窓口相談や巡回相談に経営指導員が同席・同行し、専

門家（中小企業診断士等）から経営課題の解決等に向けた高度な支援ノウハウ

を習得することにより支援能力の向上を図る。 

 

③ e ラーニングの活用による資質の向上 

    経営指導員向けのｅラーニングである「経営指導員等ＷＥＢ研修」の受講を全

ての職員へ奨励し、支援に必要な知識の習得を図る。 

 

  ④ 職員間の定期ミーティングの開催 

    経営指導員研修会等へ出席した経営指導員が順番で講師を務め、ＩＴ等の活用

方法や具体的なツール等についての紹介、経営支援の基礎から話の引出し術に至

るまで、定期的なミー ティング（月１回／月初）を開催し意見交換等を行うこと

で、職員の支援能力の向上 を図る。 

 

  ⑤ データベース化 

    担当経営指導員等が基幹システム上のデータ入力を適時・適切に行い、支援中

の小規模事業者の状況等を職員全員が相互共有できるようにすることで、担当外
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の職員でも一定レベル以上の対応ができるようにするとともに、支援ノウハウを

蓄積し組織内で共有することで支援能力の向上を図る。 

 

 

 

１１ 他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

 

（１）現状と課題 

① 現状 

    千葉県商工会連合会が開催する経営支援（経営問診票）事例発表会や県東部地

区６商工会（旭商工会、匝瑳市商工会、香取市商工会、多古町商工会、東庄町商

工会、神崎町商工会）で組織している東部ブロック商工会連絡協議会での情報共

有、日本政策金融公庫千葉支店との情報交換会に経営指導員が出席し、事業計画

策定支援や事業計画策定後のフォローアップ等の支援ノウハウについての情報交

換に努め、支援能力の向上を図っている。 

 

② 課題 

商工会以外の支援機関では日本政策金融公庫との情報交換を行っているだけで

あり、経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援ノウハウ等の情報交換や情報

収集等が十分とは言えず偏っているため、その他の支援機関や地域金融機関等と

の情報交換や情報収集等が課題となっている。 

 

（２）事業内容 

  ① 千葉県商工会連合会との連携及び情報交換 

千葉県商工会連合会主催の経営支援（経営問診票）事例発表会へ出席し、事業

計画策定支援や事業計画策定後のフォローアップ支援等の支援ノウハウについて

の情報交換等を行い、支援能力の向上を図る。（年１回） 

 

  ② 他の商工会との連携及び情報共有 

    県東部地区６商工会（旭商工会、匝瑳市商工会、香取市商工会、多古町商工会、

東庄町商工会、神崎町商工会）で組織する東部ブロック商工会連絡協議会等にお

いて、経営課題の解決に向けた取り組みや経営支援成功事例等の支援ノウハウに

ついて、情報共有と地区内経済動向等の収集を行い、支援能力の向上を図る。（年

１回） 

  

  ③ 旭市との連携及び情報交換 

地域内の景気動向や各種支援施策等について旭市担当課との情報交換を行い、

支援能力の向上を図る。（年２回） 

 

  ④ 地域金融機関との連携及び情報交換 

地域内の資金需要等の金融動向や金融機関が主催する商談会等について千葉銀

行旭支店等との情報交換を行い、支援能力の向上を図る。（年２回） 
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  ⑤ 日本政策金融公庫との連携及び情報交換 

日本政策金融公庫千葉支店が開催する経営改善貸付連絡協議会に出席し、金融

動向や小規模事業者に対する円滑な資金供給等に向けての情報交換等を行い、支

援体制の向上を図る。（年１回） 

 

  ⑥ 他支援機関との連携及び情報交換 

    千葉県産業振興センターや千葉県事業引継ぎ支援センター等の関係支援機関と

県内の景気動向や各種支援施策等について必要に応じて情報交換等を行い、支援

能力の向上を図る。（年１回） 

 

 

 

Ⅲ 地域経済の活性化に資する取組  

 

 １２ 地域経済の活性化に資する取組に関すること 

 

（１）現状と課題 

① 現状 

    商工会が事務局を担当して各種イベント事業や商品券発行事業等に取り組んで

いる。これらの事業は一定の経済波及効果や交流人口増加等の効果をもたらして

おり、地域経済の活性化に寄与しているものの、一過性の効果や地域外への消費

流出の抑制に留まっているなど、限定的なものとなっている。 

 

  ② 課題 

    成田市やロードサイドの大型店等への消費の流出が激しく、商店街は衰退傾向

にあり、地域内での消費循環による地域経済の活性化が課題となっている。また、

イベント事業や豊富な観光資源等を擁しているが充分に活かしきれていないた

め、旭市や旭市観光物産協会等の関係機関との連携体制の構築等により、イベン

トへの来場者や観光入込客を消費人口に転換させ、地域経済を活性化することも

課題となっている。 

 

（２）事業内容 

① 特産品を活用した商品による新たな販路開拓 

    商工会が主体となって推進する「Mo2 部会」で販売する本市の主要産業である 

農畜水産物を活用した商品（もつカレー）に新たな特産品（野菜類）を加えた商 

品リニューアルを図るとともに、新たな商品開発にも取り組み、小規模事業者を 

支援する。 

 

② 行政との協議（懇談）の開催 

    地域経済の活性化に向けて地域経済の活力の源泉である小規模事業者の支援施

策の方向性等について、旭市担当課との協議（懇談）を定期的に開催する。 

（年２回） 
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  ③ 旭市特産品開発事業審査会への参画 

    旭市では地域資源の活用による地域振興を目的に、特産品の開発や改良に取り

組んでおり、その審査会に参画する。（年３回） 

 

④ 旭市七夕市民まつりの開催並びに実行委員会への参画 

交流人口の拡大と旭市の振興発展等を目的に、毎年８月６日、７日の２日間に

亘り商工会が事務局となって本事業を開催する。 

商工会は本事業の開催に向けて設置する実行委員会（旭市、旭市商工会、旭市

観光物産協会及び市内各商店会等の関係者で構成）の事務局として企画・運営等

の全般を担当するとともに、定期的に実行委員会、企画委員会等を開催する。 

また、実行委員会では当商工会の役員が実行委員として参画する。（年３回） 

 

  ⑤ 旭市いいおかＹＯＵ・遊フェスティバルの開催並びに実行委員会への参画 

    観光ＰＲと交流人口の拡大等を目的に、毎年７月に行われている。 

商工会は、本事業の開催に向けて設置する実行委員会（旭市、旭市商工会、旭

市商工会青年部及び旭市観光物産協会等の関係者で構成）に参画し、当商工会理

事が実行委員長を務める。（年２回） 

 

  ⑥ 旭市産業まつりの開催並びに実行委員会への参画 

    商業、工業及び農水産業に関わる市内の事業者が一堂に会し、特産品の販売や

ＰＲ、商工業の振興発展等を目的に、毎年１１月に行われている。 

本事業の開催に向けて設置される実行委員会（旭市、旭市商工会、ＪＡちばみ

どり、海匝漁業協同組合及び道の駅等の関係者で構成）では、当商工会副会長が

隔年で実行委員長、副委員長として参画する。（年３回） 

 

  ⑦ 袋公園桜まつりへの参画 

    観光ＰＲと交流人口の拡大等を目的に、毎年４月に開催されており、商工会は

出店部門を担当する。また、実行委員会に年２回参画するとともに、運営委員会

に参画する。（年３回） 

 

  ⑧ 地域内消費促進事業の実施 

    地域内での消費循環による地域経済の活性化を目的に、プレミアム付き商品券

発行事業を発行団体である旭市商業振興連合会から事務委託を受けて当商工会が

実施するとともに、ポイントカード発行事業を発行団体である旭市飯岡商店振興

会と干潟商業振興会から事務委託を受けて当商工会が実施する。また、地域内で

の消費循環による地域経済活性化の方向性等を共有するため、これらの団体との

協議（懇談）を定期的に開催する。（年３回） 
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（別表２）経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和６年６月１９日現在） 
（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町

村の経営発達支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同
体制／経営指導員の関与体制等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規

定する経営指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 
 
  ① 法定経営指導員の氏名・連絡先 
    氏 名  経営指導員  西 航平 
    連絡先  旭市商工会  ＴＥＬ：０４７９－６２－１３４８ 
 

  ② 法定経営指導員による情報の提供及び助言 
    経営発達支援事業の実施、実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管

理、事業の評価・見直しをする際の必要な情報の提供等を行う。 
 
 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 
 
  ① 旭市商工会 
    〒２８９－２５１６  旭市ロの７９５番地６ 
     ℡ ０４７９－６２－１３４８   Fax ０４７９－６２－１３４４ 
      Ｅ－ｍａｉｌ：1asahi@asahishi.jp 
 
  ② 旭市役所  商工観光課 

〒２８９－２５９５  旭市ニの２１３２番地 
℡ ０４７９－６２－５８７４   Fax ０４７９－６２－４２００ 
Ｅ－ｍａｉｌ：syoko@city.asahi.lg.jp 

 

 

旭市商工会 
事務局長 

旭市 
商工観光課 

連携 
連絡調整 

旭市商工会 
経営指導員  ４名 
補助員    ２名 
記帳専任職員 ３名 

旭市商工会 
法定経営指導員１名 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

 

                                （単位：千円） 

 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 

必要な資金の額 １,３６０ １,３６０ １,３６０ １,３６０ １,３６０ 

  
需要動向調査 

マーケティング 

調査費 
 
事業計画策定 

 個別相談会開催費 
 DXセミナー開催費 
 

創業計画策定支援 
講師謝金 

 

グルメダイニング 
出展関係費 

 

ＳＮＳ活用 
セミナー開催費 

 

評価委員会開催費 
 
大学校研修派遣費 

 
DXセミナー受講費 
 

 

 
 
 

２００ 
 
 

１５０ 
１００ 

 

 
１００ 

 

 
５００ 

 

 
１００ 

 

１００ 
 

１００ 

 
１０ 

 

 
 

 
 
 

２００ 
 
 

１５０ 
１００ 

 

 
１００ 

 

 
５００ 

 

 
１００ 

 

１００ 
 

１００ 

 
１０ 

 
 
 

２００ 
 
 

１５０ 
１００ 

 

 
１００ 

 

 
５００ 

 

 
１００ 

 

１００ 
 

１００ 

 
１０ 

 
 
 

２００ 
 
 

１５０ 
１００ 

 

 
１００ 

 

 
５００ 

 

 
１００ 

 

１００ 
 

１００ 

 
１０ 

 
 
 

２００ 
 
 

１５０ 
１００ 

 

 
１００ 

 

 
５００ 

 

 
１００ 

 

１００ 
 

１００ 

 
１０ 

 

 

 

 

調達方法 

国補助金、県補助金、市補助金、会費収入、手数料収入、受託料収入等 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を

連携して経営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

 

連携して事業を実施する者の役割 

 

連携体制図等 

 

 


